
令和 6年度　第 2次試験問題

 4．中小企業の診断及び助言に関する
実務の事例Ⅳ

16：00～17：20

受験番号：

（途中退室する場合は、下の欄に受験番号を必ず記入してください。）

Ｄ

Ｄ

＊試験開始前に、次の事項を必ずご確認ください。
携帯電話やスマートフォン、ウエアラブル端末などの通信機器・電子機器類は、机

上に置くことも、身に着ける（ポケット等に入れる）ことも、使用することもできませ
ん。このことが試験時間中に守られていない場合は、不正行為として対処します。試
験開始前に必ず電源を切った上でバッグなどにしまってください。
スマートウオッチやイヤホン、スマートグラスなどの取り扱いも同様です。

注　意　事　項
1．開始の合図があるまで、問題用紙・解答用紙に触れてはいけません。合図の前に
問題用紙を開いた場合は、不正行為として対処します。
2．開始の合図があったら、最初に、解答用紙を開いて受験番号を間違いのないよう
に必ず記入してください。
　 受験番号の最初の ３桁の数字（ 2 ４ 0 ）は、あらかじめ印字してあるので、 ４桁目
から記入すること。
３．解答は、黒の鉛筆またはシャープペンシルで、問題ごとに指定された解答欄に
はっきりと記入してください。記入内容が判読できない場合は採点されません。
４．解答用紙には、受験番号以外の氏名や符号などを記入したり、所定の解答欄以外
に記入をしてはいけません。
5．解答用紙は、必ず提出してください。持ち帰ることはできません。
6．試験開始後 ３0 分間および試験終了前 5分間は退室できません。（下記参照）
7．試験終了の合図と同時に必ず筆記用具を置いてください。試験終了後に記入や修
正をしてはいけません。記入や修正をした場合は、不正行為として対処します。
　 解答用紙は広げたまま、受験番号を記入した面を上にして机上に置いてください。
8．解答用紙の回収が終わり監督員の指示があるまで席を立たないでください。
9．試験時間中に体調不良などのやむを得ない事情で席を離れる場合には、監督員に
申し出てその指示に従ってください。

10．その他、受験に当たっての注意事項は、受験票裏面などを参照してください。

＜途中退室者の方へ＞
試験開始 ３0 分後から終了 5 分前までの間に退室する場合は、解答用紙と受験票を
監督員席まで持参して、解答用紙を提出してから退室してください。問題用紙も、表
紙の下部に受験番号を記入した上であわせて提出してください。
問題用紙は、当該科目の試験終了後に該当する受験番号の席に置いておきますの

で、必要な方は当該科目の試験終了後 20 分以内に取りに来てください。それ以降は
回収します。回収後はお渡しできません。なお、問題用紙の紛失などについては責を
負いませんのでご承知おきください。
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　D社は、地方都市である Z市を本拠地として、複数の事業を展開する企業である。

約 20 年前に加工食品の卸売を手がける企業として創業したが、のちに飲食事業など

にも進出し、資本金 1,３00 万円、総資産約 ３0 億円、売上高約 5４ 億円、従業員約 100

名の企業に成長を遂げた。現在は飲食事業部、惣
そう

菜
ざい

事業部および加工事業部の ３事業

部を設けて、事業を遂行している。

　現在の主力である飲食事業は、居酒屋を中心に約 ３0 店舗を展開しており、当期の

売上高は約 ３0 億円である。地元産の新鮮な食材にこだわったメニューに特色があり、

とりわけ契約農場から仕入れた鶏を原料として自社工場で製造する焼き鳥や唐揚げ

は、顧客から高い評価を獲得している。2020 年の新型コロナウイルスの感染拡大に

より、居酒屋業態を主力とするD社も大きな打撃を受けた。その後、業績は回復途

上にあるものの、来店客数や客単価はコロナ禍以前の水準に達していない。加えて近

年、大手資本の進出が相次ぎ、競争環境が厳しさを増している点が懸念材料となって

いる。D社では、「まねのできない味とサービスを提供する」という経営理念に立ち

返って商品やサービスの差別化を進めるとともに、コスト削減を図りたいと考えてい

る。

　惣菜事業では、ショッピングモールなどを中心にテナントとして約 ４0 店舗の惣菜

専門店を出店し、自社製造の焼き鳥や唐揚げなどの各種惣菜を提供している。当期の

売上高は約 20 億円である。コロナ禍では、飲食事業への打撃を惣菜事業の売上増で

一定程度カバーすることができた。このように事業リスクの分散効果が期待できるこ

とから、D社では引き続き惣菜事業の拡大を進める方針である。

　飲食事業と惣菜事業については、現在はほぼ Z市および県内市町村のみで展開し

ている。しかし、中長期的な成長のためには県外への出店が不可欠であり、出店エリ

アの拡大が課題となっている。

　また、加工事業では、焼き鳥や唐揚げの製造を行い、飲食事業や惣菜事業に供給す

るほか、冷凍食品として加工した上で県内外に販売している。当期の外部顧客への売

上高は約 ４億円であるが、ここ数年は売上の減少が続いており、コスト効率の向上が

求められている。

　D社としては、製品開発から生産、加工、販売に至る一貫体制を構築したことが、

開発の迅速化、品質管理の徹底、店舗運営の効率化などに寄与していると考えてい
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る。一方で、こうした一貫体制の構築・維持にはコストがかかり、財務的なリスクを

高めていることも認識している。

　このような状況の下で、D社はその存続・発展に向け、投資決定や業績評価のあり

方について、財務的な観点から改めて見直すことが必要となっている。

　D社および同業他社の財務諸表は以下のとおりである。

貸借対照表
（202３ 年 ３ 月 ３1 日）

（単位：百万円）

D社 同業
他社 D社 同業

他社
〈資産の部〉 〈負債の部〉

流動資産 2,３1４ ３,552 流動負債 951 2,980
　現金預金 1,7４6 2,877 　買掛金 221 500
　売掛金 25３ 286 　短期借入金 ３57 1,267
　商品・製品 220 ４6 　リース債務 11 1
　原材料 ３9 6 　未払金 20３ ４9４
　その他の流動資産 56 ３３7 　その他の流動負債 159 718
固定資産 7４0 2,888 固定負債 1,671 1,16３
　有形固定資産 ４76 1,655 　長期借入金 1,557 65３
　　建物 129 1,４82 　リース債務 28 －
　　機械装置・工具等 21３ 1４３ 　その他の固定負債 86 510
　　土地 91 ３ 負債合計 2,622 ４,1４３
　　その他の有形固定資産 ４３ 27 〈純資産の部〉
　無形固定資産 ３ 156 資本金 1３ 50
　投資その他の資産 261 1,077 資本剰余金 － ４65

利益剰余金 ４19 1,769
評価・換算差額等 － 1３

純資産合計 ４３2 2,297
資産合計 ３,05４ 6,４４0 負債・純資産合計 ３,05４ 6,４４0
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損益計算書
（2022 年 ４ 月 1 日～ 202３ 年 ３ 月 ３1 日）

（単位：百万円）
D社 同業他社

売上高 5,３60 11,151
売上原価 2,197 ３,３３6
　売上総利益 ３,16３ 7,815
販売費及び一般管理費 ３,109 7,３４４
　営業利益 5４ ４71
営業外収益 151 115
営業外費用 ３1 9
　経常利益 17４ 577
特別利益 － 12
特別損失 17 141
　税引前当期純利益 157 ４４8
法人税等 ４5 15４
　当期純利益 112 29４
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第 1 問（配点 25 点）

（設問 1）

　D社および同業他社の財務諸表を用いて経営分析を行い、同業他社と比較してD

社が優れていると考えられる財務指標を 1つ、劣っていると考えられる財務指標を

2つ取り上げ、それぞれについて、名称を⒜欄に、その値を⒝欄に記入せよ。解答

にあたっては、①の欄に優れていると考えられる指標を、②、③の欄に劣っている

と考えられる指標を記入すること。なお、⒝欄の値については、小数第 ３位を四捨

五入し、小数第 2位まで表示すること。また、⒝欄のカッコ内に単位を明記するこ

と。

（設問 2）

　D社の当期の財政状態および経営成績について、同業他社と比較した場合の特徴

を 80 字以内で述べよ。

第 2問（配点 20 点）

　現在D社の加工事業部は、自社工場で製造した唐揚げの一部を得意先向けの業務

用冷凍食品として販売している。当期における当該業務用冷凍食品の製造に関する

データは以下のとおりである。次期においても、販売価格を除き、これらのデータに

変動はないと予想されている。

　次期において、当該業務用冷凍食品の製造に割り当てが可能な直接作業時間は最大

10,000 時間、機械運転時間は最大 1３,600 時間である。

1袋当たり販売価格 ３,３00 円
1 袋当たり変動費 1,780 円
固定費 5,600,000 円
1 袋当たり直接作業時間 1時間
1袋当たり機械運転時間 2時間
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（設問 1）

　取引先のX社から次期に最大 6,500 袋を購入したいという引き合いがあった。

ただし、販売価格 ３,000 円での納入を打診されている。D社としては加工事業のテ

コ入れを検討しているという事情もあり、引き受けを検討している。

　一方で、新たにY社からも、次期に最大 ４,200 袋を購入したいという引き合い

があった。ただし、タレで味付けするなどの追加加工を行った上で、４,800 円で納

入することを打診されている。なお、追加加工は現有の設備で可能であり、新規の

設備投資は必要ない。追加加工に必要な 1袋当たりの原価などのデータは以下のと

おりである。

　X社およびY社と交渉したところ、両社とも注文数量の調整に応じてくれるこ

とが分かった。次期の営業利益を最大化するための生産数量と、そのときの営業利

益の額を答えよ。

　解答にあたっては、X社向けの生産数量を⒜欄に、Y社向けの生産数量を⒝欄

に、それぞれ記入すること。また、営業利益の額は⒞欄に記入するとともに、計算

過程を⒟欄に示すこと。

（設問 2）

　Y社から、最低でも 2,４00 袋以上購入することを希望しており、また販売価格の

引き上げについては交渉に応じる旨の連絡があった。なおD社は、設定した販売

価格の下で営業利益を最大化するように生産数量を決定するという方針をとってい

る。生産数量についてのY社の希望に応じるためには、Y社向けの製品の販売価

格を何円以上に設定すればよいか。

　解答にあたっては、販売価格を⒜欄に記入するとともに、計算過程を⒝欄に示す

こと。

1袋当たり変動費 1,600 円
1 袋当たり直接作業時間 1.5 時間
1袋当たり機械運転時間 0.5 時間
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第 ３ 問（配点 ３0 点）

　D社は、今後の出店エリアの拡大を見据え、これまで使用してきた鶏肉のスライス

加工のための機械を、新型のスライサー（以下、新機械）に更新することで、これまで

一部手作業に依存していたスライス加工の省力化を図るとともに、生産能力を増強し

たいと考えている。このため、全面的な設備の更新に先立って、新機械を試験的に 1

台導入した場合の採算について検討している。

　現在使用しているスライサー（以下、旧機械）は ３年前に 2４0 万円で購入し、定額法

（耐用年数 12 年、残存価額ゼロ）で減価償却している。従来は耐用年数経過後、処分

価額ゼロで除却する予定であった。更新にあたり、旧機械は中古機械として 70 万円

で売却できると見込まれている。

　一方、導入を検討している新機械は、価格が 5４0 万円であり、定額法（耐用年数 9

年、残存価額ゼロ）で減価償却する予定である。耐用年数経過後は、処分価額ゼロで

除却することが予定されている。なお、新機械の導入により、生産能力は増強される。

そのため営業利益は、初年度は更新前と比べて ３0 万円多くなり、それ以降は各年度

とも更新前と比べて 70 万円多い額になると予想されている。また、それに伴い、各

年度末における運転資本の残高は更新前と比べて初年度は 25 万円多くなり、それ以

降は更新前と比べて ４0 万円多い額になると予想される。ただし、耐用年数経過後の

運転資本の残高は、新機械を導入する前の水準に戻るものとする。

　なお、法人税等の税率は ３0 ％であり、今後 9 年間は赤字に転落することはないと

予想される。また、新機械への初期投資と旧機械の売却収入以外のキャッシュフロー

は、各年度末に生じるものとする。

（設問 1）

　初年度および 2 年度のキャッシュフローの更新前と比べた増加額（初期投資と旧

機械の売却収入を除く）を計算せよ。

　解答にあたっては、初年度の増加額を⒜欄に、 2年度の増加額を⒝欄に、それぞ

れ記入すること。
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（設問 2）

　この新機械の試験的導入における正味現在価値を計算せよ。ただし、資本コスト

は 9％とする。利子率 9％のときの複利現価係数と年金現価係数は以下のとおりで

ある。解答は小数第 ３位を四捨五入し、小数第 2位まで表示すること。なお、正味

現在価値を⒜欄に記入し、計算過程を⒝欄に示すこと。

（設問 ３）

　D社は、営業利益の予測が正しいかどうかを探るため、初年度期首に ３0 万円を

かけて市場調査を行った。その結果、営業利益は 60 ％の確率で予測どおりとなる

が、４0 ％の確率で価格競争の激化により予測の 7 割にとどまることが分かった。

なお、営業利益が減少する場合でも、運転資本の残高に関する予測に変化はない。

このとき、新機械の試験的導入を実行すべきかどうか、正味現在価値を示して答え

よ。正味現在価値は⒜欄に、小数第 ３位を四捨五入し、小数第 2位まで表示すると

ともに、⒝欄のカッコ内の「ある」か「ない」に○印を付して答えること。また、⒞欄

に計算過程を示すこと。

第 ４問（配点 25 点）

（設問 1）

　D社では、事業部の業績評価のために、加工事業部から飲食事業部および惣菜事

業部への製品の供給を事業部間の販売とみなし、そこでは製品単位当たりの全部原

価に一定の割合の利潤を上乗せした価格を用いている。D社が採用しているこのよ

うな価格の設定方法には、事業部の業績評価を行う上でどのような問題点があるの

か、80 字以内で説明せよ。

1年 2年 7年 9年 7年
複利現価係数 0.917 0.8４2 0.5４7 0.４60 年金現価係数 5.0３３
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（設問 2）

　D社では、創業者である社長が事業部の運営に大きな影響力を有しており、設備

投資に関しては当該社長が実質的な意思決定権限を持っている。このような場合、

財務指標を用いて事業部長の業績評価を行うときに留意すべき点を、60 字以内で

説明せよ。
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